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建設業の労働災害防⽌対策等について
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労働災害発生状況について
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全産業における死傷者数の推移［全国］ 4

※  新型コロナウイルス感染症によるり患を除く（次ページ以降も同様）



⚫業種別の死亡者数は、製造業、建設業、林業で増加し、陸上貨物運送事業、第三次産業、その他で減少した。
⚫業種別の休業４日以上の死傷者数は、陸上貨物運送事業、第三次産業、その他（林業等）で増加し、製造業、建設業で減少した。
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死亡災害 休業４日以上の死傷災害

746人
135,718人135,371人

出典：労働者死傷病報告

その他
（林業等）

製造業

建設業

陸上貨物
運送事業

清掃・と畜

※ 令和６年１月１日から令和６年12月31日までに発生した労働災害について、令和７年４月７日までに報告があったものを集計したもの

R5

755人

林業

※新型コロナウイルス感染症へのり患による労働災害を除いたもの。
・

社会福祉施設

小売業

その他の
第三次産業

飲食店

第三次産業
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▲ 3.9%

▲ 1.9%

＋347人(＋0.3％)（人） （人）

出典：死亡災害報告
※新型コロナウイルス感染症へのり患による労働災害を除いたもの。

・

令和６年 業種別労働災害発生状況【全国】
（確定値）



⚫ 事故の型別の死亡者数は、激突され、崩壊・倒壊等で増加し、墜落・転落、交通事故（道路）で減少した。
⚫ 事故の型別の死傷者数は、転倒、動作の反動・無理な動作等で増加し、はさまれ・巻き込まれ、切れ・こすれ等で減少した。
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出典：労働者死傷病報告
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▲7.8%

▲ 0.3%

+0.3%

※ 令和６年１月１日から同年12月31日までに発生した労働災害について、令和７年４月７日までに報告があったものを集計したもの

死亡災害 休業４日以上の死傷災害

▲9人(▲1.2％) ＋347人(＋0.3％)

出典：死亡災害報告
※新型コロナウイルス感染症へのり患による労働災害を除いたもの。

・

令和６年 事故の型別労働災害発生状況【全国】
（確定値）



職場における熱中症による死傷災害の推移 8
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職場における熱中症による死傷者数の推移

死亡者数

休業4日以上の死傷者数

業種 建設業 製造業 運送業 警備業 商業
清掃・
と畜業

農業 林業 その他 計

R７年 292(5) 365(2) 220(1) 199(3) 237(2) 121(1) 34(2) 9(0) 326(3)
1,803
(19)

R６年 228(10) 235(5) 186(3) 142(2) 116(2) 76(2) 32(1) 10(0) 232(6)
1,257
(31)



職場における熱中症による死傷災害の推移 東京 9

業種 製造業 建設業
陸上貨物

運送事業
小売業

ﾋﾞﾙﾒﾝﾃﾅﾝ

ｽ業

廃棄物処

理業
警備業 その他 計

R6年休業 4 22 16 6 6 3 20 29 106

R7年休業 6 39 13 18 10 9 37 37 169
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建設現場における建設業従事者及び
警備員の熱中症予防対策の強化について（要請） 10



建設業における 東京労働局管内の労働災害の推移

概要：概要テキストは推奨13ptで12ptから14ptの範囲。文字の配置は中央。行間は倍数指定で1.3、段落後

に12pt。余白は左に1cm、右に1cm、天地に0.5cm以上
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令和７年 死傷災害発生状況【東京労働局管内、建設業】
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業種別災害発生状況（工事のみ）
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建設業の休業4日以上の死傷災
害のうち、建築工事業が全体の

約3分の２を占めています。

建設業の休業4日以
上の死傷者数は全産
業中、約１割です
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事故の型別災害発生状況
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事故の型別 死亡災害発生状況

事故の型別死亡災害【東京労働局管内、建設業】

（令和6 ～ 7年）

（令和8年3月末現在）

（令和6年確定値）



建設業における労働災害防止対策の徹底について 22

月
業種 事故の型 年齢

発生状況の概要
職種 起因物 経験期間

１ １月

建築工事業 墜落、転落 50歳代
立体駐車場において、地下に向かうため自動車垂直搬送用リフト

に乗り下降したが、指定した階で停⽌しなかったため、緊急停⽌ボ
タンを押したところ、リフトが一時停⽌直後に上昇したため、自動
車用パレットに飛び移ろうとしたが、リフトと当該パレットの隙間
から墜落したもの。

設備機械工
エレベータ、

リフト
30年以上

２ １月

建築工事業 墜落、転落 20歳代 エレベーターシャフト開口部付近で、鉄板敷きの準備を行ってい
たところ、墜落し、死亡したもの。その他の作業者 開口部

１年以上
５年未満

６ ６月

建築工事業 墜落・転落 20歳代
地下工事中のビルの新築工事現場において、歩道区画用のカラー

コーン等を片付ける作業中、作業構台の撤去後に開口部となってい
た現場出入口ゲート付近の地面端部において、被災者は約90センチ
メートル下の箇所にコーンバーを片付けようとしたところ、バラン
スを崩して約３メートル下の地下スラブ上に墜落し、死亡したもの。管理者 開口部 １年未満

７ ６月
建築工事業 墜落・転落 50歳代 休憩時間中に、被災者が立っていた位置の背後にあった約９ｍ×

約7.5ｍの開口部からその床面まで4.1ｍ墜落したもの。土工 開口部 30年以上

９ ７月

建築工事業 墜落・転落 30歳代 鉄筋コンクリート造15階建てのマンション新築工事現場において、
３名で足場の解体作業を行っていたところ、当該足場の16段目（高
さ27ｍ）から墜落したもの。

とび工 足場
１年以上
５年未満

11 ９月

建築工事業 墜落、転落 60歳代 被災者は、建屋の屋根に足場の控えを取り付ける穴を開けるために、
組み立て途中の足場を通路として使用し屋根上に向けて移動してい
たところ、足場６層目から、高さ約８メートル下の地面に墜落した。解体工

その他の床
面、通路の状

態

10年以上
20年未満
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労働災害防止対策

労働安全衛生のための活動

24

1.死亡災害を発生させない旨の決意表明と発信

2.安全衛生管理活動の的確な実施及び活性化に向け

た取組

3.墜落・転落災害防止対策の徹底

4.安全衛生意識の向上等を目指した安全衛生教育の

徹底



本日の内容

最近の法改正について



労働安全衛生法の一部を改正する法律の概要（令和7年5月14日公布）

リーフレット
は、ここから
ダウンロード



労働安全衛生法の一部を改正する法律の概要（令和7年5月14日公布）

リーフレット
は、ここから
ダウンロード

個人事業者等自身に対して、労働者と同一の場所において作業を行う場合に、①構造規格や安全

装置を具備しない機械などの使用の禁止、②特定の機械などに対する定期自主検査の実施、③危

険・有害な業務に就く際の安全衛生教育の受講などを義務付けることとしました。

個人事業者等の安全衛生対策の推進１

労働安全衛生法第３条第３項に規定されている注文者などへの注文時の施工方法や工期などに対

する配慮規定について、今回の法改正により、こうした規定が建設工事以外の注文者にも広く適用

されることを明確化しました。

（特定）元方事業者が混在作業場所において、自社及び関係請負人等に雇用されている労働者の

災害防止のために講ずべき必要な指導や連絡調整等の措置について、その対象が当該労働者から

個人事業者等を含む作業従事者に拡大されました。

また、政令で定められた機械等または建築物を他の事業者に貸与する者が災害防止のために講ず

べき措置について、個人事業者等に貸与する場合にも当該措置を講ずることとされました。

労働者と同じ場所で働く個人事業者等を労働安全衛生法による保護の対象及び義務の主

体として位置づけ、注文者等や個人事業者等自身が講ずべき各種措置を定めました。

R8.4.1施行

個人事業者等の業務上災害が発生した場合には、災害発生状況などについて、厚生労働省に報告

させることができることとしました。

報告主体や報告事項などの報告の仕組みの詳細は今後、関連する法令等により示すこととしてい

ます。

R9.1.1施行

（１）注文者等の配慮

（２）混在作業場所における元方事業者等への措置義務対象の拡大

（３）業務上災害報告制度の創設

R7.5.14施行

（４）個人事業者等自身への義務付け R9.4.1施行

建設工事の注文者その他の仕事を他人に請け負わせる者（ここでいう
注文者は元請けに限らず、施主や関係請負人も含まれる）は、施工方法、
作業方法、工期、納期等について、安全で衛生的な作業の遂行を損なう
おそれのある条件を付さないように配慮しなければならない。となりま
した。

※ ①作業場所、②作業方法、③作業に使用する機械・設備等、
④作業に使用する原材料等、⑤作業時間帯等

を指定する場合には、指定内容に応じ、安全衛生上、留意すべき情報等
を明示する等の配慮が必要であること。

また、指定内容によって安全衛生上必要となる教育・研修の受講等
に要した費用についても安全衛生経費として計上するなどの配慮が必
要であること。とされました。

無理な工期、無理な納期の設定や変更、
当初予定していなかった条件を注文後に付加する等
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個人事業者等自身に対して、労働者と同一の場所において作業を行う場合に、①構造規格や安全

装置を具備しない機械などの使用の禁止、②特定の機械などに対する定期自主検査の実施、③危

険・有害な業務に就く際の安全衛生教育の受講などを義務付けることとしました。

個人事業者等の安全衛生対策の推進１

労働安全衛生法第３条第３項に規定されている注文者などへの注文時の施工方法や工期などに対

する配慮規定について、今回の法改正により、こうした規定が建設工事以外の注文者にも広く適用

されることを明確化しました。

（特定）元方事業者が混在作業場所において、自社及び関係請負人等に雇用されている労働者の

災害防止のために講ずべき必要な指導や連絡調整等の措置について、その対象が当該労働者から

個人事業者等を含む作業従事者に拡大されました。

また、政令で定められた機械等または建築物を他の事業者に貸与する者が災害防止のために講ず

べき措置について、個人事業者等に貸与する場合にも当該措置を講ずることとされました。

労働者と同じ場所で働く個人事業者等を労働安全衛生法による保護の対象及び義務の主

体として位置づけ、注文者等や個人事業者等自身が講ずべき各種措置を定めました。

R8.4.1施行

個人事業者等の業務上災害が発生した場合には、災害発生状況などについて、厚生労働省に報告

させることができることとしました。

報告主体や報告事項などの報告の仕組みの詳細は今後、関連する法令等により示すこととしてい

ます。

R9.1.1施行

（１）注文者等の配慮

（２）混在作業場所における元方事業者等への措置義務対象の拡大

（３）業務上災害報告制度の創設

R7.5.14施行

（４）個人事業者等自身への義務付け R9.4.1施行

安全で衛生的な作業の遂行を損なうおそれのある条件としては、無理
な工期、無理な納期の設定や変更、当初予定していなかった条件を注

文後に付加する等が含まれるとしています。

（特定）元方事業者が混在作業場所において、自社及び関係請負人等に雇用されている労働者の

災害防止のために講ずべき必要な指導や連絡調整等の措置について、その対象が当該労働者から

個人事業者等を含む作業従事者に拡大されました。

また、政令で定められた機械等または建築物を他の事業者に貸与する者が災害防止のために講ず

べき措置について、個人事業者等に貸与する場合にも当該措置を講ずることとされました。

R8.4.1施行（２）混在作業場所における元方事業者等への措置義務対象の拡大

〇 一の場所において、事業を行う者が行う仕事の作業に従事す
る全ての者を「作業従事者」と位置付けた。

○ 統括安全衛生責任者、店社安全衛生管理者を選任しなければ
ならない場合を、労働者以外の作業従事者も含めて、一の場所
で作業を行う者が政令で定める数以上の場合とした。

〇労働者の救護の措置について、全ての作業従事者を対象に改め
た。

〇特定元方事業者等の講ずべき措置の対象を労働者に限らず、
作業従事者を対象とした。

〇元方事業者は、関係請負人及び関係請負人の労働者に限らず、
作業従事者についても、法違反がないように必要な指示を行
わなければならないとした。

〇作業従事者は当該指示に従わなければならないとした。



（統括安全衛生責任者）
第15条

事業者で、一の場所において行う事業の仕事の一部を請負人に請
け負わせているもののうち、建設業その他政令で定める業種に属す
る事業は、当該一の場所において、その労働者である作業従事者
（事業を行う者が行う仕事の作業に従事する者をいう。以下同
じ。）及びその請負人に係る作業従事者が作業を行うときは、これ
らの作業従事者の作業が同一の場所において行われることによつて
生ずる労働災害を防⽌するため、 統括安全衛生責任者を選任し、
その者に元方安全衛生管理者の指揮をさせるとともに、第30条第１
項各号の事項を統括管理させなければならない。ただし、これらの
作業従事者の数が政令で定める数未満であるときは、この限りでな
い。
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【作業従事者の範囲】

作業の内容如何にかかわらず、事業を行う者が行う仕事の作業（危険有害な作業に限らず、
現場監督、記録のための写真撮影、荷物の搬入等も含まれる。）に従事する者をいう。
「作業従事者」に該当するか否かの判断に当たっては、契約形式等にかかわらず、実際に当該
現場において仕事の作業を行っているかどうかを基準として、個別具体的に判断される。

【例】
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【「労働者と同一の場所」の範囲】

改正法では、個人事業者等が措置を講ずべき場面や労働者以外の作業従事者が事
業者、注文者等の講ずる措置の保護対象となる場面は、労働者以外の作業従事者が
労働者と同一の場所において仕事の作業に従事する場合に限定されている。 

これは、労働者以外の作業従事者が当該場所において作業を行うことにより、労
働者に危害を及ぼすおそれがあること等に着目し、既存の労働災害防⽌対策に、労
働者と同じ場所で作業に従事する労働者以外の作業従事者をも取り込み、労働者の
みならず、労働者以外の作業従事者による災害の防⽌を図ることとしたものである。 

そのため、ここでいう「労働者と同一の場所」とは、当該場所に存在する危険性
又は有害性等により、労働者以外の作業従事者と労働者が共通して、危険又は健康
障害を生ずるおそれを受ける状態にある場所の範囲をいうものである。その判断は、
屋内外を問わず、原則として、物理的に同一の空間において、労働者及び労働者以
外の作業従事者の作業が同時に行われる場所をいうものであり、典型的には、労働
者による作業が通常行われている作業場が対象になるものであること。 

ただし、「労働者と同一の場所」の範囲は、必ずしも同一の区画又は階層に限定
されるものではなく、当該場所で行われる作業が周囲に及ぼす影響や、それぞれの
規定が目的とする保護法益に照らし、個別具体的に判断されるべきものであること。

なお、当該影響が物理的又は時間的に遮断されている場合についてまで対象とす
るものではないこと。
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個人事業者等自身に対して、労働者と同一の場所において作業を行う場合に、①構造規格や安全

装置を具備しない機械などの使用の禁止、②特定の機械などに対する定期自主検査の実施、③危

険・有害な業務に就く際の安全衛生教育の受講などを義務付けることとしました。

個人事業者等の安全衛生対策の推進１

労働安全衛生法第３条第３項に規定されている注文者などへの注文時の施工方法や工期などに対

する配慮規定について、今回の法改正により、こうした規定が建設工事以外の注文者にも広く適用

されることを明確化しました。

（特定）元方事業者が混在作業場所において、自社及び関係請負人等に雇用されている労働者の

災害防止のために講ずべき必要な指導や連絡調整等の措置について、その対象が当該労働者から

個人事業者等を含む作業従事者に拡大されました。

また、政令で定められた機械等または建築物を他の事業者に貸与する者が災害防止のために講ず

べき措置について、個人事業者等に貸与する場合にも当該措置を講ずることとされました。

労働者と同じ場所で働く個人事業者等を労働安全衛生法による保護の対象及び義務の主

体として位置づけ、注文者等や個人事業者等自身が講ずべき各種措置を定めました。

R8.4.1施行

個人事業者等の業務上災害が発生した場合には、災害発生状況などについて、厚生労働省に報告

させることができることとしました。

報告主体や報告事項などの報告の仕組みの詳細は今後、関連する法令等により示すこととしてい

ます。

R9.1.1施行

（１）注文者等の配慮

（２）混在作業場所における元方事業者等への措置義務対象の拡大

（３）業務上災害報告制度の創設

R7.5.14施行

（４）個人事業者等自身への義務付け R9.4.1施行
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個人事業者等自身に対して、労働者と同一の場所において作業を行う場合に、①構造規格や安全

装置を具備しない機械などの使用の禁止、②特定の機械などに対する定期自主検査の実施、③危

険・有害な業務に就く際の安全衛生教育の受講などを義務付けることとしました。

個人事業者等の安全衛生対策の推進１

労働安全衛生法第３条第３項に規定されている注文者などへの注文時の施工方法や工期などに対

する配慮規定について、今回の法改正により、こうした規定が建設工事以外の注文者にも広く適用

されることを明確化しました。

（特定）元方事業者が混在作業場所において、自社及び関係請負人等に雇用されている労働者の

災害防止のために講ずべき必要な指導や連絡調整等の措置について、その対象が当該労働者から

個人事業者等を含む作業従事者に拡大されました。

また、政令で定められた機械等または建築物を他の事業者に貸与する者が災害防止のために講ず

べき措置について、個人事業者等に貸与する場合にも当該措置を講ずることとされました。

労働者と同じ場所で働く個人事業者等を労働安全衛生法による保護の対象及び義務の主

体として位置づけ、注文者等や個人事業者等自身が講ずべき各種措置を定めました。

R8.4.1施行

個人事業者等の業務上災害が発生した場合には、災害発生状況などについて、厚生労働省に報告

させることができることとしました。

報告主体や報告事項などの報告の仕組みの詳細は今後、関連する法令等により示すこととしてい

ます。

R9.1.1施行

（１）注文者等の配慮

（２）混在作業場所における元方事業者等への措置義務対象の拡大

（３）業務上災害報告制度の創設

R7.5.14施行

（４）個人事業者等自身への義務付け R9.4.1施行

安全で衛生的な作業の遂行を損なうおそれのある条件としては、無理
な工期、無理な納期の設定や変更、当初予定していなかった条件を注

文後に付加する等が含まれるとしています。

個人事業者等自身に対して、労働者と同一の場所において作業を行う場合に、①構造規格や安全

装置を具備しない機械などの使用の禁止、②特定の機械などに対する定期自主検査の実施、③危

険・有害な業務に就く際の安全衛生教育の受講などを義務付けることとしました。

（４）個人事業者等自身への義務付け R9.4.1施行

〇「事業を行う者で、労働者を使用しないもの」を、個人事業
者として、安衛法に位置付けた。（法第31条の3）

○ 事業者が講じる措置の順守義務（罰則の適用を受ける作業
従事者）について定義付けされた。（法第26条）

○ 自ら当該機械等を使用して、労働者と同一の場所において
仕事の作業を行う場合の構造規格や安全装置を具備していな
い機械等の使用禁⽌（法第42条）

○ 労働者と同一の場所において危険又は有害な業務に就くと
きは、当該業務に関する安全又は衛生のための特別の教育を
受けなければならない（法第59条4項）

第二十六条 労働者及び労働者と同一の場所において仕事の作業に従
事する労働者以外の作業従事者は、事業者が第二十条から第二十五
条まで及び前条第一項の規定に基づき講ずる措置に応じて、必要な事
項を守らなければならない。

34
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【個人事業者の範囲】

他法令では、事業を行う者が個人事業者に該当するか否かは、法人か否かで判断される場合が多
いが、安衛法における「個人事業者」は、「事業を行う者であって、労働者を使用しないもの」と
定義されており、法人であるか否かは問わず、労働者を使用するか否かで判断する。

これらの関係は次図のとおり。

※「特定受託事業者への適用」及び「家内労働者及び補助者への適用」は通達参照
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【令和9年4月1日施行】
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１ 個人事業者等自身への義務付け
個人事業者等自身に対して、労働者と同一の場所において作業を行う場合に、①構造規格や安全装置を具備し
ない機械などの使用の禁⽌、②特定の機械などに対する定期自主検査の実施、③ 危険・有害な業務に就く際の
安全衛生教育の受講などを義務付けたもの 。
※１ 上記「個人事業者等」は、事業主体としての個人事業者や作業主体としての個人事業者若しくは中小事業の事業主又は役員を指す。

 ※２ 改正法条文における「作業従事役員等の範囲」は、労災保険特別加入制度における中小企業事業主の範囲と同一の業種・規模（建設業
は300人）以下の労働者を使用するもの。

２ 作業場所管理事業者への連絡調整措置の義務付け（安衛法第30条の４及び32条関係）

作業場所管理事業者（仕事を自ら行う事業者であって、当該仕事を行う場所を管理するものをいう。）に対し
て、その管理する場所において、自社または請負人の作業従事者のいずれかが、危険・有害な業務を行う場合
に、災害防⽌の観点から、作業間の連絡調整等の必要な措置を講ずることを義務付けたもの 。
※「作業場所管理事業者」とは、安衛法第30条の４第1項において、仕事を自ら行う事業者であって当該仕事を行う場所を管理する者をいう。

【以下の業務を行う場合は作業間の連絡及び調整等必要な措置を講じる必要がある】
① 労働安全衛生法施行令第20条各号に掲げる業務（就業制限業務）
② 安衛則第36条各号に掲げる業務（危険又は有害な業務）
③ 安衛令第６条各号に掲げる作業に係る業務（作業主任者要選任作業）
④ 法及びこれに基づく命令により作業を指揮する者を定める必要がある作業に係る業務（作業指揮者要選任

作業）
⑤ 安衛則第151条の２第７号に規定する貨物自動車を用いた荷の搬入・搬出の業務
⑥ 安衛法及びこれに基づく命令により定期に実施する検査等及び補修等の業務
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（高年齢者の労働災害防止のための措置）

第六十二条の二 事業者は、高年齢者の労働災害の防止を図るた
め、高年齢者の特性に配慮した作業環境の改善、作業の管理その
他の必要な措置を講ずるように努めなければならない。

２ 厚生労働大臣は、前項の事業者が講ずべき措置に関して、その
適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。

３ 厚生労働大臣は、前項の指針に従い、事業者又はその団体に対
し、必要な指導、援助等を行うことができる。

（高年齢者の労働災害防止のための措置）
（新設）

〇近年の労働災害増加の大きな原因となっている、高年齢者の労働災害防⽌のた
め、高年齢労働者の労働災害防⽌に必要な措置の実施を事業者の努力義務とし、
国が当該措置に関する指針を公表することとした。

H21 H26 R1 R2 R3 R4 R5 R6(速報値）

19% 21% 24% 25% 25% 27% 26% 28%

（参考）高年齢労働者（60歳以上）の労働災害全体に対する割合 (東京労働局管内）

● 事業者は、高年齢者の労働災害の防止を図るため、高年齢者の特性に配慮した作業環境の改善、作業の管

理その他必要な措置を講ずるように努めなければならないものとされた。

● また、令和２年３月16日付け基安発0316第１号「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」の策

定について」の通達によりエイジフレンドリーガイドラインが示されているが、このガイドラインで求められている

ような対応を企業の努力義務とした上で、現在のガイドラインについて法律上の根拠を与えることでその適切

かつ有効な実施を図ることとされた。
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高年齢者の労働災害防止のための指針
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詳しくは 39

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/anzeneisei03_00004.html


労働安全衛生法等の一部を改正する法律の概要

【改正法関係通達・指針】

40

40

 労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を
改正する法律について(R7.5.14)

 労働安全衛生法施行令及び労働安全衛生法関係手数料令の一部を改
正する政令等（個人事業者等関係）の施行について(R8.3.30)

 労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律等（機械
の労働災害防⽌等関係）の施行について(R8.3.31)

 「高年齢者の労働災害防⽌のための指針」の周知について(R8.3.16)

 労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律等（機械
の労働災害防⽌等関係）の施行について(R8.3.31)

 労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律の一部の
施行に伴う関係政令の整理等に関する政令等の施行について（個人事
業者等の安全衛生対策の推進に係る規定関係）(R8.5.26)



建設業の安全衛生対策の推進について 41



2021年4月1日2021年4月1日

ご安全に！
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